
令和５年度
介護支援専門員実務研修

介護支援専門員証に係る
各種手続き等について

青森県健康福祉部高齢福祉保険課
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本日の内容
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１）実務研修修了後の手続きについて

２）介護支援専門員証の有効期間更新について

３）介護支援専門員証の有効期間が満了した場合について

４）申請又は届出が必要な場合について

５）留意事項



１）実務研修修了後の手続きについて

○介護支援専門員証の交付を受けていないと、介護支援専門員として業務
に就くことはできません。
○研修を修了しただけでは、介護支援専門員証は交付されません。
○介護支援専門員証の交付を受けるためには、申請手続きが必要です。

介護保険法第６９条の７
第６９条の２第１項の登録を受けている者は、都道府県知事に対し、介護支援専門員証の交付を申請す

ることができる。
介護保険法第６９条の７第２項
介護支援専門員証の交付を受けようとする者は、都道府県知事が厚生労働省令で定めるところにより行

う研修を受けなければならない。ただし、第６９条の２第１項の登録を受けた日から厚生労働省令で定め
る期間以内に介護支援専門員証の交付を受けようとする者については、この限りでない。
介護保険法施行規則第１１３条の１７
法第６９条の７第２項の厚生労働省令で定める期間は、５年とする。
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１）実務研修修了後の手続きについて
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介護支援専門員実務研修受講試験

介護支援専門員実務研修
修了者

介護支援専門員の登録申請

介護支援専門員証の交付申請

青森県へ登録申請を行うことで
登録される

青森県へ交付申請を行うことで
介護支援専門員証が交付される

現在



介護支援専門員の登録申請
介護支援専門員の登録は、試験に合格し、実務研修を修了する必要があり
ます。また、登録申請は実務研修修了後３ヶ月以内に行うこととされてい
ます。

【介護支援専門員の登録】介護保険法第６９条の２第1項
厚生労働省令で定める実務の経験を有する者であって、都道府県知事が厚生労働

省令で定めるところにより行う試験（以下「介護支援専門員実務研修受講試験」と
いう。）に合格し、かつ、都道府県知事が厚生労働省令で定めるところにより行う
研修（以下「介護支援専門員実務研修」という。）の課程を修了したものは、厚生
労働省令で定めるところにより、当該都道府県知事の登録を受けることができる。
（以下略）
【登録の申請】介護保険法施行規則第１１３条の７第1項
法第６９条の２第１項の規定による登録を受けようとする者は、介護支援専門員

実務研修を修了した日から３月を経過する日までに、氏名、生年月日及び住所その
他の登録に際し必要な事項を記載した登録申請書を提出しなければならない。

5



介護支援専門員証の交付申請（１/３）

介護支援専門員として業務に就くためには、介護支援専門員証の交付を受
けていなければなりません。

【定義】介護保険法第７条第５項

この法律において「介護支援専門員」とは、要介護者又は要支援者（以下「要介護者等」とい
う。）からの相談に応じ、及び要介護者等がその心身の状況等に応じ適切な居宅サービス、地域密
着型サービス、施設サービス、介護予防サービス若しくは地域密着型介護予防サービス又は特定介
護予防・日常生活支援総合事業（第１１５条の４５第１項第１号イに規定する第一号訪問事業、同
号ロに規定する第一号通所事業又は同号ハに規定する第一号生活支援事業をいう。以下同じ。）を
利用できるよう市町村、居宅サービス事業を行う者、地域密着型サービス事業を行う者、介護保険
施設、介護予防サービス事業を行う者、地域密着型介護予防サービス事業を行う者、特定介護予
防・日常生活支援総合事業を行う者等との連絡調整等を行う者であって、要介護者等が自立した日
常生活を営むのに必要な援助に関する専門的知識及び技術を有するものとして法第６９条の７第１
項の介護支援専門員証の交付を受けたものをいう。
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介護支援専門員証の交付申請（２/３）

介護支援専門員証の交付申請手続きは、登録完了後になります。

【介護支援専門員証の交付等】介護保険法第６９条の７第1項

第６９条の２第１項の登録を受けている者は、都道府県知事に対し、介護支援専門員
証の交付を申請することができる。
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必要書類
届出・申請が必要
なとき 手数料

（青森県収入証紙）
添付書類申請書

―
①実務研修修了証明書（写し）

②住民票（６ヶ月以内に交付されたもの）

介護支援専門員登録申請
書
（第１号様式）

青森県に登録をす
るとき

青森県収入証紙
４５０円

※収入印紙ではない
ので注意！！

①写真２枚（１枚は申請書に貼り付け）
縦３．０×横２．４㎝

※６カ月以内に撮影したもの、無帽、正面、上三
分身、無背景とし、裏面に氏名・生年月日を記載

②４３４円の切手を貼り付けた定型の返信用封筒
（住所・氏名を記載する）
→ 日中自宅に不在の場合、勤め先住所としても
可。その場合勤め先名も記載する。
③実務研修修了証明書（写し）

介護支援専門員証交付申
請書
（第６号様式_実務研修修
了者向け）

介護支援専門員
証の交付を受ける
とき

介護支援専門員証の交付申請（３/３）

※修了証明書は、演習終了後、３ヶ月後の事後評価修了後に郵送されます。

※修了証明書が届き次第、登録と交付申請をしてください。

※添付書類に不足がないか提出前に十分ご確認ください。



２）介護支援専門員証の有効期間更新について
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○交付を受けた介護支援専門員証の有効期間は５年間です。
（有効期間満了日は介護支援専門員証に記載しています。）

○有効期間を更新するためには、有効期間が満了する前に所定の
研修を修了してから、有効期間の更新申請をしなければなりませ
ん。
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実務経験者 実務未経験者

専門研修課程Ⅰ（56ｈ）
※現任で就業後６ヶ月以上の
方が対象
専門研修課程Ⅱ（32ｈ）
※現任で就業後３年以上の方
が対象

実務経験者向けの更新研修
（88ｈ）
※有効期間がおおむね１年
以内に満了する方が対象

実務未経験者向けの更新研
修（54ｈ）
※有効期間がおおむね１年
以内に満了する方が対象

① ② ③
①または②

介護支援専門員証有効期間の更新交付申請書提出
※研修を修了しただけでは更新したことにはなりません。

修了 修了

所定の研修について

修了

※初回更新時のフロー
（２回目以降点線部分
ただし、初回更新で専門Ⅰ
を受講していない場合は、
専門Ⅰも受講必要）
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実務経験者とは?
介護支援専門員としての実務経験の範囲は、次の①～⑧の事業所または施設において、介護

支援専門員として就労したものとします。

①居宅介護支援事業所
②特定施設入居者生活介護に係る居宅サービス事業者
③小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介
護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密
着型介護老人福祉施設入居者生活介護に係る地域密
着型サービス

④介護保険施設
⑤介護予防特定施設入居者生活介護に係る介護予防
サービス事業者

⑥介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知
症対応型共同生活介護に係る地域密着型介護予防
サービス事業者

⑦介護予防支援事業所
⑧地域包括支援センター

①～⑧で就労していたとしても、次の場合
は実務経験としては認められません。
・要介護認定のための調査業務のみを行っ
ていた
・利用者やサービス提供事業者との連絡調
整を補助的に行っていた
・サービス計画の作成を行っていなかった

☆居宅介護支援事業所の管理者については実
務経験ありと認められます。

☆実務経験の期間については特段の定めはあ
りません。

実務経験者について



３）介護支援専門員証の有効期間が満了した場合
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○介護支援専門員証の有効期間が切れた場合、「登録」自体は消
除しませんが、介護支援専門員として仕事に就くことはできませ
ん。

○仮に、介護支援専門員証の有効期限が切れた状態で、介護支援
専門員の業務を行った場合、本人の介護支援専門員の登録が消除
されることもあります。また、事業所も人員基準違反で介護報酬
の返還が発生する可能性があります。



４）申請または届出が必要な場合
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○次の表に該当する場合は、速やかに県へ申請または届出をして
ください。

○この内容については、県ホームページにも掲載しており、申請
様式をダウンロードすることもできますので、御活用ください。

○特に、氏名や住所が変更した場合に変更届出書の提出がないと、
県や介護支援専門員関係機関からの重要なお知らせが届きません
ので忘れずに提出をしてください。



14

申請及び届出が必要な場合

（1）介護支援専門員証の有効期間を更新したい場合
（2）介護支援専門員証の有効期間を更新しない場合

（介護支援専門員証を返納したい場合）
（3）介護支援専門員が氏名又は住所を変更した場合
（4）介護支援専門員の登録を移転したい場合
（5）介護支援専門員証の紛失・汚損などにより再交付を受けたい場合
（6）介護支援専門員研修を青森県以外の都道府県で受講したい場合
（7）再研修修了後に介護支援専門員証の交付を受けたい場合
（8）介護支援専門員が死亡した場合など
（9）介護支援専門員が登録を消除したい場合
（10）修了証明書の証明書の交付を受けたい場合（県発行分）
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いつまで

必要書類

届出・申請が必
要なとき 手数料

（青森県収入証紙）
添付書類申請書

有効期間
の１年前
から１ヶ月
前まで

４５０円

※収入印紙ではな
いので注意！

①写真２枚（１枚は申請書に貼り付け）
※６カ月以内に撮影したもの、
上三分身、縦３．０×横２．４㎝

②４３４円の切手を貼り付けた定型の
返信用封筒（住所・氏名を記載する）

③介護保険法第６９条の８第２項に規
定する研修又は同項ただし書きの規
定により知事が指定する研修の修了
証明書の写し
④介護支援専門員証（原本）

介護支援専門員
証有効期間更新
交付申請書
（第７号様式）

介護支援専門員
証の有効期間を
更新するとき

（1）介護支援専門員証の有効期間を更新したい場合
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いつまで

必要書類
届出・申請が必要な
とき 手数料

（青森県収入証紙）
添付書類申請書

――介護支援専門員証介護支援専門員証返納書
（第９号様式）

有効期間の満了等
により介護支援専門
員証を返納するとき

（2）介護支援専門員証の有効期間を更新しない場合（介護支援専門員証を返納したい場合）
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いつまで

必要書類
届出・申請が必要な
とき 手数料

（青森県収入証紙）
添付書類申請書

変更があった
時、遅滞なく

４５０円

※収入印紙では
ないので注意！

①戸籍謄本又は戸籍抄本

②写真２枚（１枚は申請書に貼
り付け） ※６カ月以内に撮影し
たもの、上三分身、縦３．０×横
２．４㎝

③４３４円の切手を貼り付けた
定型の返信用封筒（住所・氏名
を記載する）
④介護支援専門員証（原本）

介護支援専門員
証書換え交付申請
書（第３号様式）

介護支援専門員証の
有効期間が残ってい
る方が氏名を変更し
たとき

変更があった
時、遅滞なく

―住民票

介護支援専門員
登録事項変更届
出書（第１０号様
式）

介護支援専門員証の
有効期間が残ってい
る方が住所を変更し
たとき

変更があった
時、遅滞なく

―

①氏名に変更があった場合
‥戸籍謄本又は戸籍抄本
②住所に変更があった場合
‥住民票

介護支援専門員
登録事項変更届
出書（第１０号様
式）

介護支援専門員証の
有効期間が切れてい
る方が氏名又は住所
を変更したとき

（３）氏名又は住所を変更した場合
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提出先いつまで

必要書類
届出・申請が必
要なとき 手数料

（青森県収入証紙）
添付書類申請書

移転先の都道府県の介護保険担当課へお問い合わせください。
また、手続きは青森県高齢福祉課を経由して行います。

青森県から他県
等へ登録を移転
したいとき

現在登録を
受けている
都道府県の
介護保険担
当課

――

①住民票（※登録の移転申
請に併せて住所の異動が
あった場合のみ）
②介護支援専門員証（原本）

介護支援専門員
登録移転申請書
（第２号様式）

他県等から青森
県へ登録を移転
したいとき

―４５０円

①写真２枚（１枚は申請書
に貼り付け） ※６カ月以内
に撮影したもの、上三分身、
縦３．０×横２．４㎝

②４３４円の切手を貼り付
けた定型の返信用封筒（住
所・氏名を記載する）

介護支援専門員
証登録移転交付
申請書（第６号様
式の２）

（4）介護支援専門員の登録を移転したい場合
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いつまで

必要書類

届出・申請が
必要なとき 手数料

（青森県収入証紙）
添付書類申請書

―４５０円

①写真２枚（１枚は申請書に貼り付け）
※６カ月以内に撮影したもの、上三分身、
縦３．０×横２．４㎝

②４３４円の切手を貼り付けた定型の返
信用封筒（住所・氏名を記載する）

③本人であることを証明する書類等（運
転免許証、旅券等の写し）

介護支援専門員証再
交付申請書
（第８号様式）

介護支援専門
員証を亡失又
は滅失したと
き

―４５０円

①写真２枚（１枚は申請書に貼り付け）
※６カ月以内に撮影したもの、上三分身、
縦３．０×横２．４㎝

②４３４円の切手を貼り付けた定型の返
信用封筒（住所・氏名を記載する）
③汚損又は破損した介護支援専門員証

介護支援専門員証再
交付申請書
（第８号様式）

介護支援専門
員証を汚損又
は破損したと
き

（5）介護支援専門員証の紛失・汚損などにより再交付を受けたい場合
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いつまで

必要書類

届出・申請が必
要なとき 手数料

（青森県収入証紙）
添付書類申請書

研修申込期限の
１ヶ月前まで

－介護支援専門員証の写し介護支援専門員
受講地変更願

やむを得ない事
情で、介護支援
専門員研修を青
森県以外の都道
府県で受講した
いとき

（6）介護支援専門員研修を青森県以外の都道府県で受講したい場合

※ 受講希望先の都道府県によっては、他県からの研修の受講の受入を行って
いない場合がありますので、あらかじめ受講希望先の都道府県の担当者へ研修
受講の可否を確認してください。
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（7）再研修終了後に介護支援専門員証の交付を受けたい場合

いつまで

必要書類

届出・申請が必
要なとき 手数料

（青森県収入証紙）
添付書類申請書

研修修了
後、１ヶ月
の間

４５０円

①写真２枚（１枚は申請書に貼り付け）
※６カ月以内に撮影したもの、上三分身、
縦３．０×横２．４㎝

②４３４円の切手を貼り付けた定型の返
信用封筒（住所・氏名を記載する）
③再研修修了証明書（写し）

介護支援専門員証
交付申請書
（第６号様式_再研修
修了者向け）

再研修修了後に
介護支援専門員
証の交付を受け
るとき
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いつまで

必要書類
届出・申請が必要な
とき 手数料

（青森県収入証紙）
添付書類申請書

届出事由に該当した
日（死亡の場合はそ
の事実を知った日）
から３０日以内

―
①当該届出事由に該当
することを証する書面
②介護支援専門員証

介護支援専門員
死亡等届出書
（第４号様式）

介護支援専門員が
死亡したときや欠格
事由に該当したとき

（8）介護支援専門員が死亡した場合など
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いつまで

必要書類
届出・申請が必要な
とき 手数料

（青森県収入証紙）
添付書類申請書

――介護支援専門員証
介護支援専門員登録
消除申請書
（第５号様式）

介護支援専門員の
登録を消除したいと
き

（9）介護支援専門員が登録を消除したい場合
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いつまで

必要書類
届出・申請が必
要なとき 手数料

（青森県収入証紙）
添付書類申請書

－４５０円
８４円の切手を貼り付けた定型の
返信用封筒

証明願修了書を紛失し
たとき

（10）修了証明書の証明書の交付を受けたい場合

※ 下記の研修に関する証明書については、県高齢福祉保険課あてにお問い
合わせください。
・ 主任介護支援専門員研修
・ 主任介護支援専門員更新研修

・ 介護支援専門員再研修
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申請及び届出の提出先

○個別に提出先が記載されているもの以外の届出については、
下記まで提出してください。

〒０３０－８５７０
青森県青森市⾧島一丁目１番１号

青森県健康福祉部高齢福祉保険課
介護保険グループ 宛

ＴＥＬ ０１７-７３４-９２９８（グループ直通）
ＦＡＸ ０１７-７３４-８０９０（高齢福祉保険課用）
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各種様式等については県のホームページにも掲載していますので、一度検索してみてくだ
さい。https://www.pref.aomori.lg.jp/

① 青森県庁ホームページ内のサイト内検索に「介護支援専門員」と入力し検索

クリック！

② 表示された画面の「介護支援専門員」内に必要な情報が掲載されていますので、適宜確
認してください。



５）留意事項
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Ⅰ 介護支援専門員証は「一度交付を受けたら一生もの」ではありません!

介護支援専門員証の有効期間は５年間です。更新するためには、必要な研修を修了後、
更新手続きが必要です。
有効期間満了日を過ぎてから更新手続きはできません。

※現在、更新手続きの個別の案内や更新研修の案内は、対象者へは送付しません。
● 介護支援専門員証の有効期間については、関係機関からの案内に頼ることなく、自己
管理を徹底してください。

● 年間の研修スケジュールは３月、各更新研修等の募集案内は各研修日程の概ね２
カ月前くらいに県ホームページに掲載しますので、更新期限の１年前にはご確認をいた
だき、受付期間内にお申込みください。
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Ⅲ 研修の修了証明書は紛失しないように保管してください!
更新申請書提出時などに、各研修の修了証明書の写しが必要となります。
実務研修のみでなく、受講した研修の修了証は大切に保管してください。

→研修申込時に「私、何の研修を受けましたっけ?」「どの研修を受ければいいですか?」
という問い合わせをすることがないよう、お願いします。

Ⅱ 有効期間内の介護支援専門員証を紛失したら、再交付手続きを!
特に介護支援専門員として業務を行っている方は、速やかに申請してください。

→「私のケアマネ証の有効期間満了日はいつですか?」「介護支援専門員
の番号が何番かわからないんだけど」「失くしたんですけどどうしたらい
いですか?」という問い合わせをすることがないよう、お願いします。

※介護支援専門員証の有効期間や番号はお電話では原則お知らせしません。
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Ⅴ 県、介護支援専門員関係機関からの郵便物は必ず読んでください!
県や介護支援専門員関係機関（青森県介護支援専門員協会など）からみなさんに郵送する

通知の内容は重要ですので、必ず読んでください。
→「届いたけど、忙しいから後で見ようと思ってそのまま忘れていて今読んでみたら、大
切な締め切りの後だった!」「どうせ大した内容ではないと思って放っておいたから、何
のことかわからない。」ということがないよう注意してください。

Ⅳ 住所、氏名が変更したら県へ届出を!
住所、氏名に変更があった場合は、速やかに登録している都道府県に変更届を提出しなけ

ればなりません。
→「何かのついでに」「今度の更新のときに」と、ならないようお願いします。


